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はじめに 

平成２０年３月に公表された一宮市中核市移行検討プロジェクトチームの中

核市移行検討報告書では、中核市への移行（以下「移行」という。）について

は「今後の交付税改革の推移を見守りながら、合併による財政的なメリットを

最大限に受けるため、特例措置の終わる平成２７年度以後を移行時期として今

後も検討すべきと考える」とまとめられている。 

現在の状況としては、中核市への移行に伴い増加する行政サービスの経費負

担（ランニングコスト）については、概ね普通交付税によって財源措置される

ことが見込まれ、当時懸念された「交付税が縮小し歳出増だけがもたらされ

る」可能性は極めて低いと思われる。さらに、合併特例債の発行期間が５年延

長されたことで、合併に伴う施設整備の財源の目途も立ったと言える。 

また、先の市長選挙では、ソフト事業に重点を置いた施策の充実を訴えた 

中野市長が誕生したことからも、市民は、よりきめ細かな行政サービスを求め

ていると考える。 

以上のようなことを鑑み、人口減少社会が言われる中、より成熟した地方自

治体へと発展していくためには、今、多くの権限が移譲される移行を検討すべ

きとの判断により、一宮市議会で中核市調査検討協議会（以下「協議会」とい

う。）を組織して協議することになった。 
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第１章 協議会の設置 

１ 構成メンバー 

協議会の構成メンバーは１０人以上の会派から２人、２人以上の各会派

から１人ずつを選出し、座長は最大会派から、副座長は第２会派から選出

することとした。また、１人会派の議員はオブザーバーとした。 

構成メンバーの氏名は以下のとおりである。 

座 長    和田彌一郎（新政会）  

副座長    髙木宏昌（一志会）  

      佐藤英俊（新政会） 

      柴田雄二（公明党）  

      尾関宗夫（日本共産党一宮市議団） 

      髙橋 一（新緑風会） 

オブザーバー 谷 祝夫（愛西会） 

伊藤裕通（自由民主党一宮市議会） 

服部修寛（一宮市民クラブ） 

末松光生（改革クラブ） 

２ 活動の概要 

平成２９年６月２３日（金）に第１回協議会を、８月２５日（金）に第

２回協議会を開催し、主に市当局から中核市の概要について説明を受け

た。 

９月２１日（木）の第３回協議会では、各会派から移行についての意向

確認を行った。 

１０月２７日（金）の第４回協議会及び１１月１７日（金）の第５回協

議会では、先に作成の報告書（案）について、内容の協議を行った。 

３ 報告書の作成 

第２章に中核市の制度について、第３章に移行に向けた一宮市の課題に

ついて、第４章に一宮市の移行について（各会派の意向）をそれぞれ記載

した。 

また、協議会から市当局に対する要望は、「まとめ」の中に記載した。 
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第２章 中核市の制度 

１ 中核市の発足 

平成７年４月１日施行の地方自治法改正において、大都市制度の一つと

して中核市制度が創設された。翌平成８年４月には１２市が移行し、平成

２９年１月１日現在、４８市が移行している。 

なお、政令指定都市は現在２０市である。 

２ 中核市の要件 

制度発足時は人口３０万人以上のほかに面積・昼夜間人口の要件があっ

たが、段階的に緩和され、平成２７年４月１日からは「人口２０万人以上

の市」のみが要件となった。また、同時に特例市制度が廃止（ただし、

「施行時特例市」として、特例市としての事務を引き続き処理）となっ

た。 

３ 移行に伴い移譲される主な事務 

（１）民生行政に関する事務 

・身体障害者手帳の交付 

・養護老人ホームの設置許可・監督 

・母子・寡婦福祉資金の貸付け 

（２）保健衛生行政に関する事務（保健所が行う事務） 

・地域住民の健康保持、増進のための事業の実施 

・飲食店営業等の許可 

・浄化槽設置等の届出受理 

（３）環境保全行政に関する事務 

・ばい煙発生施設の設置の届出受理 

・産業廃棄物の収集運搬業者や処分業者に対する措置命令 

（４）都市計画に関する事務 

・屋外広告物の条例による設置制限 

（５）地方教育行政に関する事務 

・県費負担教職員の研修 

（６）財政上の権限・その他 
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・地方交付税の増額補正 

・包括外部監査の実施 

４ 他市の状況 

先に述べたとおり、平成２９年１月１日現在、４８市が移行している。 

また、他市の移行の表明状況（平成２９年４月１日現在）は、施行時特

例市では、全３６市中１２市が移行を表明している。また、施行時特例市

を除いた人口２０万人以上の市では、全１２市中２市が移行を表明してい

る。 

以上のことから、近い将来、全国の中核市は６２市となり、その数はさ

らに増えることが考えられる。 
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第３章 移行に向けた一宮市の課題 

１ 移譲事務の精査・検討 

移行に伴い、愛知県から移譲される事務は、法定移譲事務と任意移譲事

務の２種類に分類される。 

法定移譲事務は、中核市が行うことを法令で定められていることから、

移行により必然的に移譲される事務である。一方、任意移譲事務は、県が

権限を持つ事務のうち市が行った方がより効果的である等の理由により、

権限移譲できる項目を愛知県の事務処理特例条例で定め、希望する市に権

限が移譲されるものである。 

また、本来は、移譲事務として位置づけられていない事務についても、

一宮市の施策を踏まえ移譲を受けることにより、より市民サービスの向上

が図られると考えられるものについては、積極的に移譲されるよう協議を

行っていく必要がある。 

２ 保健所の設置 

保健所の設置は、先に述べた法定移譲事務である。 

現在、一宮市には、愛知県が設置している「一宮保健所」があり、一宮

市と稲沢市を管轄エリアとしている。（稲沢市には分室が設置されてい

る。） 

一宮市の保健所のあり方については、移譲事務量及び移譲事務内容を精

査した上で、ハード・ソフト両面からの視点を加えながら、効率的・効果

的に施策を実施できるよう、一宮市の考え方を明確にすると同時に、愛知

県と十分な調整をもとに検討していく必要がある。 

３ 組織・職員体制 

移行後の新たな組織・職員の体制については、今後、具体的な移譲事務

量及び内容の精査をしながら、効率的・効果的な組織体制を基本として、

必要かつ適正な職員数について検討していくとともに、新たな庁内組織の

設置や、職員の計画的な採用に取り組んでいかなければならない。 

特に専門分野については、移行前の採用や愛知県への派遣を含めて、愛

知県の協力を得ながら、職員の確保や研修体制について強化を図り、人材
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の育成に努める必要がある。 

４ 経費と財源の精査等 

移行に伴う事務量の増加により、事務処理に必要な職員の人件費や事務

経費等が増加する。 

ランニングコストについては交付税の算定対象となるが、イニシャルコ

ストは概ねその経費が一宮市の負担となるので、しっかりとした財源確保

の見通しを踏まえた上で、国や愛知県と調整する必要がある。 
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第４章 一宮市の移行について（各会派の意向） 

協議会としては、移行について全会一致を見るには至らなかったが、当

報告書をまとめるために採決を行った結果、移行賛成者が多数を占めた。 

各会派の意向は次のとおりである。 

・新政会…賛成 

・一志会…賛成 

・公明党…賛成 

・日本共産党一宮市議団…反対 

・新緑風会…賛成 

また、構成メンバーからは次のような意見があった。 

・ＩＣＴの活用などにより移行後のランニングコストの削減に努められ

たい。 

・移行による事務移譲に伴い、事務量が増加することは間違いないが、単

に職員をふやすのではなく、この機会に改めて庁内全体の職員配置の適

正化を推進され人件費の抑制に努められたい。 

・中核市への移行について、市民の理解が深まっていない。また、職員の

労働条件について不確かである。このほか協議会では、まだ十分な協議

がされていない状態であるので、移行については反対である。 

 ・中核市移行は単にイメージアップを図るための格付けだけでなく、県か

ら移譲される法定事務、任意事務に関わらず、市が責任を持って行った

方が地域住民の満足につながると思われるものは、県事業の内容にアレ

ンジを加えていただきたい。また、そのために研修などを実施して、職

員一人ひとりの意識改革も同時に行われたい。 
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まとめ 

大正１０年の市制施行以来、一宮市は、先人の努力や土地的有利性を発揮

し、愛知県北西部、尾張地方の中核都市として人口３８万人余を抱えるまで発

展を遂げてきた。その陰には、それぞれの時代にあう市政運営があったことは

言うまでもない。 

まちの魅力は、その自治体が持つ歴史・文化・自然など様々な要素によって

引き出されるものであるが、人口減少社会の本格的な到来を目前にして、今後

は今まで以上に生活のしやすさが求められ、行政サービスの質も大きな比重を

占める要素となるであろう。したがって、一宮市が中核市に移行し、愛知県か

ら移譲される権限を十分に精査・研究して、工夫を加えた施策を実現させるこ

とは、より魅力あるまちとなるための大きなチャンスといえる。 

また、一宮市は、４年後の西暦２０２１年、市制施行１００周年を迎える。

移行は、一宮市史に残る大きな出来事であり、節目の１００周年の年に成し遂

げられることが望ましいと考える。 

今回、一宮市議会では、中核市調査検討協議会を設置し、移行について種々

協議を重ねてきたが、移行を是とすることに全会一致を見ることはできず、一

部の構成メンバーからは反対の表明があったが、「一宮市のさらなる発展のた

め、さまざまな課題を克服して中核市へ移行すべき」との意見が多数を占め、

最終的に協議会としては移行について是とする結論に至った。 

移行にあたり、一番に気にかかるのは費用対効果であり、市当局にお願いす

ることは次のとおりである。 

① 経費について、現状では、愛知県との調整が行われていないこともあり、

不確かな部分が多い。イニシャルコストについては、一宮市の費用負担とな

るわけであるが、他市の移行例によれば、法定事務として移譲される保健所

の設置にかかる費用の割合が際立って多い。一宮市の場合、現存する愛知県

の一宮保健所を譲り受けられるよう、市当局においては熱意をもって調整に

当たられたい。また、他の分野においても権限移譲に伴って必要となる施設
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については同様に考える。経済性のみならず合理性の面においても、他の方

法より断然に優れると考えるからである。 

② 第３章で述べたように、中核市への移行には多くの課題が存在する。ま

た、今後、愛知県との調整や権限移譲に伴う施策の検討の中で、想定外の問

題が発生することも十分に考えられる。移行時期は、市制施行１００周年の

年が望ましいと考えるので、早い段階で移行に向けた「移行準備室」に類す

る部署を設置し、移行に向け、より現実性を帯びた入念な検討・準備に入ら

れたい。 

最後に、移行は単なる市のイメージアップであってはならない。先にも述べ

たが、愛知県から移譲される権限を十分に精査・研究して、工夫を加えた施策

を実現し、市民にとってその恩恵が享受できるものでなければならない。 

以上、貴職へ報告させていただくが、協議結果を尊重いただき、本趣旨を市

長へご提言いただくことを要望する。 





中核市調査検討協議会設立要旨 

１ 名  称   中核市調査検討協議会 

２ 構成人数   ６ 人 （２人以上の会派から１人を選出。ただし、 

１０人以上の会派は２人まで認めることとします。） 

３ 設置目的 

 中核市制度は、市町村の規模能力に応じた事務配分を進めていくという

観点から、社会的実態としての規模・能力が比較的大きな都市についてそ

の事務権限を強化し、行政はできるだけ住民の身近で遂行するという地方

自治の理念を実現するために設けられています。 

中核市の指定要件は、現在、人口２0 万人以上の都市となっており、本

市も要件を満たしている状態にあります。 

よって、本市が中核市へ移行するに当たっての諸問題等について考察し、

移行することの是非を検討するため、本協議会を設置します。 

４ 調査案件 

  中核市移行に関する調査・研究 

５ 結果報告 

協議の中で取りまとめた意見等は、議長に報告するとともに議長から当

局に対して提言するよう依頼します。 

６ 座長及び副座長 

  座長は第１会派から、副座長は第２会派から選出するものとします。 

７ オブザーバー 

 １人会派の議員は、オブザーバーとして出席できるものとし、座長の許

可を得た場合に発言ができます。 

資料１



資料２
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第２回中核市調査検討協議会（29 年 8 月 25 日開催）事前質問事項  

佐藤英俊委員 

①中核市移行にあたり、一宮市役所内に中核市推進事業室などの部署を作るのか。 

  中核市へ移行した自治体のスケジュールを参考にすると、移行準備や保健所設置

のための部署を設けることになると思われます。 

②一宮市が中核市に移行していくタイムスケジュール（市制 100 周年までに）は、ど

れくらいの時間で出来るのか。 

  市長による移行表明から国による中核市の指定（政令の公布）の流れは第 1回協

議会で説明したとおりですが、移行表明から移行までは、先行市の場合、おおむね

２年から４年を要しています。 

例） 

  市制 100 周年である平成 33 年の中核市移行を目標とする場合、本年度中に移行

表明するとしても、準備期間は３年程度となります。 

③中核市への移行での事務増量に伴う行政コストの増加が課題とされるが、それらは

基本的に地方交付税で措置されると聞きます。果たして本当だろうか先に中核市に

移行した自治体の状況はいかがであろうか。 

  施行時特例市市長会が平成28年度に会員市37市及び中核市候補市2市を対象に

実施したアンケート調査（以下「特例市アンケート」といいます。）の結果による

と、移行準備中の市を中心に、１１市（八戸市、山形市、川口市、小田原市、甲府

市、四日市市、岸和田市、八尾市、寝屋川市、松江市、福島市）が普通交付税の増

額で対応可能と見込んでいますが、移行済みの中核市を対象とした調査資料があり

ませんので、今後調査させていただきます。 

④移行に伴う経常経費として全体でどれくらいの金額になるのか。 

 職員増の部署と人数、保健所設備、検査機器など備品等の費用など 

 交付金と自主財源の割合 

 また、ランニングコストでの交付金・自主財源 

平成 20 年に本市が作成した移行検討報告書（以下「平成 20 年報告書」といいま

す。）において、保健所開設費用を 4億円（県施設利用）から 10 億～15 億円（施設

新築）と見込んでいることから、保健所の設置方法によって 5 億円から 15 億円程

 表明時期 移行時期 準備期間 

山形市 Ｈ27 年 3月 Ｈ31 年 4月 4 年 

川口市 Ｈ26 年 3月 Ｈ30 年 4月 4 年 

吹田市 Ｈ29 年 2月 Ｈ32 年 4月 3 年 

八戸市 Ｈ26 年 5月 Ｈ29 年 1月 2 年 8 ヶ月 

明石市 Ｈ27 年 12 月 Ｈ30 年 4月 2 年 4 か月 

資料４
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度の範囲で移行に伴う経費（イニシャルコスト）が必要になると思われます。 

イニシャルコストについての茅ヶ崎市の試算では、高度救助隊の整備に 5,200 万

円、システムの開発・改修等に 1,000 万円の特定財源を見込んでいます。ただし、

イニシャルコスト全体からするとわずかな財源であり、大半が自主財源となるもの

と思われます。一方、ランニングコストについては、③で述べたようにおおむね交

付税措置されるものと思われます。 

  参考として、特例市アンケートにてイニシャルコストとランニングコストについ

て回答している市の積算数値（概算）は次のとおりです。 

⑤中核市に移行するに伴って県からの補助金・負担金がなくなる可能性があるか。 

 民間保育園の保育所運営費負担金や特養など高齢者施設整備の補助金に影響があ

るか。 

  本来国や県が行うべき事務を法律に基づいて市が行っている「法定受託事務」に

ついては、事務経費を国・県・市が一定の割合で負担していますが、中核市への移

行によって権限主体が県から市に変わると、国庫負担金が増える一方で、県負担金

はなくなります。また、県が独自で補助を行っている事務についても、補助金がな

くなるものがあり、平成 20 年報告書の試算では、負担金・補助金合わせて約 6 億

円の減額が発生すると見込んでいます。 

  私立保育園等施設型給付費負担金(国 1/2 県 1/4 市 1/4)については、中核市へ移

行したからといって影響があるものではありません。しかし、特養などの高齢者施

設整備の補助金については、中核市へ移行すると、これまで県が負担していた部分

についても市が負担することになり、財源は交付税措置されることになります。こ

のように、メニューによって負担の度合いは異なりますので、移行準備の過程で一

つ一つ精査していく必要があります。 

⑥職員研修にあたり、県への派遣研修や移行後の県からの派遣人員も考えているか。 

  移譲される事務のノウハウ習得のためには、移行前の県への職員派遣及び保健所

開設後に県からの職員派遣が必要であると考えます。 

 イニシャルコスト ランニングコスト 

川口市 17.5 億円（人件費 5億円含む） 20.5 億円

春日部市 23 億円（保健所建設経費） 13 億円

厚木市 20 億円 20 億円

宝塚市 2.65 億円（動物愛護センター建設等） 11 億円

松江市 積算中 11.6 億円
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尾関宗夫委員 

①特例市廃止で不都合なこと。  

  特例市制度は廃止されていますが、特例市として県から移譲された事務は引き続

き行っていますので、特段の不都合は発生していないと考えます。 

②中核市移行によるメリット、デメリット、具体的な事例 

  中核市へ移行することのメリットとして、次のことが挙げられます。 

  ・市が経由して行っていた県の業務を、市の業務として一括して行うことによる

処理の迅速化  

 （例）身体障害者手帳の交付までの日数の短縮 

  ・類似の分野の事務権限が市に一本化することによる事務の効率化 

   （例）一般廃棄物と産業廃棄物の一元指導、保健所機能と保健センター機能の

一体化 

  ・住民に身近な市が事務を行うことによる市民ニーズに即したサービスの提供 

   （例）保育所、障害福祉サービス事業者、介護保険サービス事業者等の許認可 

  市民サービスの面でのデメリットは特になく、特例市アンケートの中では、保健

所設置等による財政負担がデメリットであると捉えている市もあります。 

③いま、審議されている第 7次総合計画との関連 

  現在策定中の第 7次総合計画において、中核市移行について触れた部分はありま

せん。 

④中核市移行で、2,000 程度の事務移譲。対応する財源、職員配置数。 

  平成 26 年 4 月に中核市へ移行した埼玉県越谷市（336,497 人）の場合、法定移譲

事務等を含む移譲事務等に係る財政負担見込額は 12 億 4,100 万円余、一方、県か

らの歳入は減るものの基準財政需要額の増や国庫支出金の増により、歳入への影響

見込額は 12 億 9,200 万円余となっています。この額には保健所等の施設整備や各

種電算システムの開発に係る初期的経費（イニシャルコスト）等は含んでいません

が、ランニングコストについては交付税で措置されると見込まれます。 

  職員配置については、同様に埼玉県越谷市の場合、民生行政で＋11 人、保健衛生

行政で＋68 人、環境行政で＋12 人、文教行政で＋4人、準備組織や既存組織の統廃

合で－10 人と、トータル＋85 人となっています。移譲事務等の新たな行政需要に

的確に対応し、更なる市民サービスの向上を図るために必要となる職員数を配置す

る必要があると考えます。 

⑤合併特例事業による、公共施設の維持管理費等増。市民サービス拡充。 

  合併特例事業については、中核市移行とは関係なく進行していますので、中核市
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移行の影響で維持管理費等が増大することはないと考えます。また、市民サービス

については、中核市移行によって権限が移譲され、市が県に代わって一体的に行う

部分が拡大されますので、サービスのレベルが上がるものはあっても、低下するも

のはないと考えます。 

⑥新規事業等は、職員配置、休養保障の確立など、職員組合との合意 

  中核市に移行すれば新規事業に伴う業務量が増加しますので、移譲事務等につい

て県と協議したうえで適正な職員数を算定し、一定の段階で人事課を通じて職員組

合と話し合いの場を設けることになると考えます。 

⑦中核市の情報開示と、中核市に関する市民意識調査 

  中核市へ移行した市や移行準備中の市では、パンフレットの配布や説明会の開催

による市民への広報活動を行い、パブリックコメントを実施している事例もありま

すので、一宮市が移行する場合も同様の手法をとることになると考えます。 



中核市移行に伴い権限移譲される主な事務（法定移譲事務）
（１）民生行政に関する事務

1 児童福祉に関する事務

児童福祉審議会の設置、管理など

児童自立生活援助事業を行う届出の受理、変更・廃止・休止の届出の受理

無認可保育所の届出の受理、届出事項の変更・事業の休止・廃止の届出の受理

2 民生委員に関する事務

民生委員の定数を定めること

民生委員の指揮監督

民生委員の指導訓練に関する計画の樹立、実施

3 身体障害者の福祉に関する事務

身体障害者手帳の申請の受理、返還の命令、返還の受理

身体障害者生活訓練等事業、介助犬訓練事業、聴導犬訓練事業の開始等の届出の受理

身体障害者社会参加支援施設の設置

4 生活保護に関する事務

保護施設（救護施設・更正施設・医療保護施設・授産施設・宿所提供施設）の設置

社会福祉法人及び日本赤十字社の保護施設の設置申請、休止、廃止等の認可

医療扶助のための医療機関の指定、指導、指定の取消し

5 行旅病人及び行旅死亡人の取扱いに関する事務

行旅病人の引取り、救護費用の弁償

行旅死亡人取扱費用の不足する場合の弁償

6 社会福祉事業に関する事務

地方社会福祉審議会の設置、監督、諮問

主たる事務所が区域内にある社会福祉法人の所轄、定款の認可、解散の認可等

第２種社会福祉事業の開始の届出、届出事項の変更の届出、事業廃止の届出の受理

7 知的障害者の福祉に関する事務

知的障害者又はその保護者の相談、更生のために必要な援助の委託

8 母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の福祉に関する事務

母子父子寡婦福祉資金の貸付け

母子家庭自立支援給付金の給付

民間が行う母子家庭日常生活支援事業の開設、廃止、休止の届出の受理

9 老人福祉に関する事務

老人デイサービスセンター、老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、
軽費老人ホーム、老人福祉センター及び老人介護支援センターの設置

民間が行う老人居宅生活支援事業の開始、変更、廃止、休止の届出の受理

養護老人ホーム、特別養護老人ホームの設置の認可

10 母子保健に関する事務

養育医療の給付

養育医療機関の指定

11 介護保険に関する事務

指定居宅サービス事業者の指定

指定居宅介護支援事業者の指定

指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設の指定

12 障害者の自立支援に関する事務（地方自治法施行令）

指定障害福祉サービス事業者の指定

指定障害者支援施設の指定

指定自立支援医療機関の指定

13 生活困窮者の自立支援に関する事務

認定生活困窮者就労訓練事業の認定

生活困窮者住宅確保給付金の受給者に対する報告の命令

認定生活困窮者就労訓練事業を行う者に対する報告の要求

1

資料５



（２）保健衛生行政に関する事務

1 医療法と同法施行令に基づく事務

病院、診療所、助産所の開設の許可、休止・再開・廃止の届出の受理

2 臨床検査技師等に関する法律及び同法施行規則に基づく事務

衛生検査所（病院、診療所、厚生労働大臣が定める施設内の場所を除く）の開設の登録

3 あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律に基づく事務

施術所開設届等の届出を受理

4 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく事務

感染症患者を診察した医師からの届出の受理

5 死体解剖保存法に基づく事務

死体の解剖の許可

6 理容師法及び同法施行規則、施行令に基づく事務

理容所の位置、構造設備、管理理容師などの必要な事項の届出の受理

7 美容師法及び同法施行規則、施行令に基づく事務

美容所の位置、構造設備、管理美容師等必要な事項の届出の受理

8 クリーニング業法に基づく事務

位置、構造設備、従事者数、クリーニング師の氏名等必要な事項の届出の受理

9 食品衛生法及び食品衛生法施行規則に基づく事務

飲食店営業その他公衆衛生に与える影響が著しい営業の許可

10 と畜場法及びと畜場法施行令に基づく事務

一般と畜場又は簡易と畜場の構造設備等の事項を記載した申請書の受理

11 水道法に基づく事務

専用水道の布設工事の施設基準の適合を確認する申請書の受理

12 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律に基づく事務

食鳥処理事業の許可

13 化製場等に関する法律に基づく事務

化製場又は死亡獣畜取扱場（貯蔵施設も含む）の設置の許可

14 墓地、埋葬等に関する法律に基づく事務

墓地、納骨堂、火葬場の施設の整備改善、その使用の制限若しくは禁止の命令

15 薬事法及び同法施行令・施行規則に基づく事務

医薬品の店舗販売業の許可

16 毒物及び劇物取締法及び同法施行令に基づく事務

毒物劇物販売業の登録

17 狂犬病予防法及び同法施行令に基づく事務

狂犬病発生時の犬の一斉検診、臨時の予防接種

18 地域保健法及び同法施行令に基づく事務

地域住民の健康の保持及び増進を図るため必要な事業の実施

19 地方教育行政の組織及び運営に関する法律及び同法施行令に基づく事務

健康診断その他学校における保健への協力

20 老人福祉法に基づく事務

老人福祉施設等に対し、栄養の改善その他衛生に関する事項について必要な協力の実施

21 使用済自動車の再資源化等に関する法律に基づく事務

使用済自動車引取業者の申請の受理

22 浄化槽法に基づく事務

浄化槽の設置、構造・規模の変更の届出の受理

23 動物の愛護及び管理に関する法律に基づく事務

所有者の判明しない犬・ねこの引取り
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（３）環境保全行政に関する事務

1 廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく事務

産業廃棄物収集運搬業及び産業廃棄物処分業の許可

産業廃棄物収集運搬業及び産業廃棄物処分業の停止命令、許可取消

産業廃棄物収集運搬業者及び産業廃棄物処分業者の施設等への立入検査

2 ダイオキシン類対策特別措置法に基づく事務

ダイオキシン類を発生・排出する施設設置の届出の受理

ダイオキシン類による大気、水質、土壌の汚染状況の常時監視及び結果の公表

事業場への立入検査

3 ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法に基づく事務

区域内におけるポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理に関する計画の策定

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管・処分を行う事業者への指導、助言

4 大気汚染防止法及び同施行令に基づく事務

ばい煙発生施設の設置の届出の受理

粉じん発生施設の設置等の届出の受理

大気汚染の状況の常時監視及び状況の公表

（４）都市計画に関する事務

1 土地区画整理事業に関する事務

土地区画整理組合の設立の認可

土地区画整理組合の事業、会計状況の検査

換地計画の認可

2 屋外広告物の規制に関する事務

広告物の表示又は掲出物件の設置の禁止

屋外広告業の登録の受付

3 景観法に基づく事務

良好な景観の形成に関する計画（景観計画）の策定

4 高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づく事務

サービス付き高齢者向け住宅事業の登録・変更の届出の受理

5 農住組合法に基づく事務

農住組合による交換分合の認可、公告

（５）教育行政に関する事務

1 地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく事務

県費負担教職員の研修の実施

2 文化財保護法に基づく事務

区域内にある重要文化財の現状変更等の許可、取消し、停止命令
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愛知県事務処理特例条例により移譲が可能な事務（任意移譲事務）

（１）民生行政に関する事務

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律に係る申請書等の受付

精神障害者の入院措置等

難病の患者に対する医療等に関する法律に係る申請書等の受付・受給者証等の交付

（２）保健衛生行政に関する事務

栄養士法に係る申請書等の受付・免許証の交付

保健師助産師看護師法に係る申請書等の受付・免許証の交付

歯科衛生士法の規定による届出書の受付

病院等の選択に必要な情報の報告の受理等

病院及び診療所に係る許可等

地域医療支援病院に係る報告書の受付

医療法に係る申請書の受付

クリーニング業法に係る申請書等の受付・免許証の交付

毒物及び劇物取締法に係る申請書等の受付等

覚せい剤原料に係る届出書等の受付

麻薬及び向精神薬取締法に係る申請書等の受付・免許証等の交付

業務に従事する歯科技工士の届出書及び歯科技工士法施行令に係る申請書等の受付等

調理師法に係る申請書等の受付・免許証の交付

医療を受ける者が薬局の選択を適切に行うために必要な事項の届出の受理等

製菓衛生師法に係る申請書等の受付・免許証の交付

建築物における衛生的環境の確保に関する法律に係る申請書等の受付・登録証明書の交付

医師法施行令に係る申請書等の受付・免許証の交付

歯科医師法施行令に係る申請書等の受付・免許証の交付

診療放射線技師法施行令に係る申請書等の受付・免許証の交付

臨床検査技師等に関する法律施行令に係る申請書等の受付・免許証の交付

薬剤師法施行令に係る申請書等の受付・免許証の交付

理学療法士及び作業療法士法施行令に係る申請書等の受付・免許証の交付

視能訓練士法施行令に係る申請書等の受付・免許証の交付

救急病院等を定める省令の規定に係る申出書等の受付

プールの設置の届出の受理等

ふぐ処理施設の届出の受理等

医療法人の設立の認可等

病院に対する不利益処分等

死体解剖保存法施行令に係る申請書等の受付等

（３）環境保全行政に関する事務

特定化学物質の排出・移動量の届出受付、集計・公表等

廃棄物の不適正な処理に係る通報の受理等

産業廃棄物処理施設の設置等に係る計画の説明会開催届出の受理等

地下水の揚水量の減少の勧告等

特定化学物質の取扱量に関する届出の受理等
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中核市移行市の職員増員状況

自治体名

人口

中核市移行年月日

職員配置 増員 担当課 増員 担当課 増員 担当課 担当課

民生行政に関する事務 （正規） （嘱託）

社会福祉法人の許認可 4名 保健福祉

社会福祉法人及び社会福祉
施設の指導監査等

1名 高齢者支援

身障者手帳の認定・交付、精
神保健等事務

2名 障害福祉 1名 障害福祉 障害福祉課 1名 1名 障害福祉課

母子寡婦福祉資金貸付、母
子自立支援相談等

2名 児童育成 1名 子ども家庭 子育て支援課 4名 2名
子ども政策課
子ども保健課ほか

保健衛生行政に関する事務

保健所設置 39名 5課体制 42名 4課体制 68名 3課体制 － － （保健所設置済み）

環境行政に関する事務

産業廃棄物関連業務、使用
済自動車再資源化等

9名 産廃指導課

産廃不適正処理への是正指
導、不適正処理現場対応

6名 不法投棄対策課

都市計画行政に関する事務

宅地開発審査会の設置、運
営

1名 宅地課

屋外広告物表示に関する規
制・誘導等

2名 都市景観課 2名 2名 まち整備課

産業経済行政に関する事務

計量事務 2名 消費生活センター

教育行政に関する事務

県費負担教職員の研修事務 3名 教育研究所 - 教育研修センター 4名 教育センター 4名 教育センター

組織の統廃合等による減員 -10名

合計 60名 66名 85名 15名 8名

産業廃棄物指導
課
（新設）

佐世保市

H20.4.1 H21.4.1 H27.4.1 H28.4.1

柏市 大津市 越谷市

337,498人 255,439人413,954人 340,973人

5名
福祉監察指導室
（新設）

6名
産廃対策課
（新設）

12名

増員

3名
指導監査課
（新設）

4名

11名

福祉指導監査課
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